
※「効果額」は一般財源ベース。

（単位：千円）

見直しによる効果額

達成度 予算執行率 予算残 （令和４年度）

1-2.防災対策
の推進 1 舗装長寿命計画事業 土木部 みち・みどり室 161% 100% 0 公民連携の推進

AIを活用した道路舗装状況の日常点検の効率化につい
て、令和3年度に事業者との協定締結に向けた協議のう
え、実証実験に着手する。令和4年度に効果検証のうえ
本格導入を検討する。

0

4.安全で快適な交通
環境が整うまち

- 2
開発行為に伴う帰属道
路処理事務

土木部
道路河川管理
課

91% 29% 4,456 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 500

3 がん対策事業 健康福祉部

地域健康福祉
室　健康増
進・介護予防
担当

89% 82% 85,911 予算額縮減
各種がん検診の受診者数の推移を踏まえ、予算額の縮
減を行ったもの。

▲ 12,000

4
成人保健事業（がん対
策事業除く）

健康福祉部

地域健康福祉
室　健康増
進・介護予防
担当

123% 64% 4,938 公民連携の推進

令和3年8月25日に明治安田生命と「健康増進に関する
連携協定」を締結。
主に市内事業者が国に対して行う健康経営優良法人の
認定申請にかかるサポートを行ってもらうほか、各種健診
の受診率向上につながる取り組みを実施する。

0

5
特定健康診査・特定保
健指導事業

健康福祉部

地域健康福祉
室　健康増
進・介護予防
担当

105% 67% 122,432 公民連携の推進

［国保特会］
大阪府の健康格差解決プログラムに参加し、令和3年10
月1日に大阪大学と協定を締結。特定健康診査等の実
績データや大阪大学の研究成果及び最新の知見をもとに
受診率向上に資する効果的な受診勧奨につなげるもの。

0

6-3.地域福祉
の推進 6

コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

健康福祉部
健康福祉総務
課

84% 100% 0 歳入の確保

社会福祉協議会への委託事業。新たに「重層的支援体
制整備事業」として整理する。
事業規模は拡大するものの、重層的支援体制整備事業
に位置付けることにより国の交付金対象となる。（事業費
ベースでは増加するものの、国交付金47,000千円が充
当される）
※「No.37校区福祉活動推進事業」と一体的に取り組む

▲ 36,515

7
高齢者お出かけ推進事
業

健康福祉部
地域健康福祉
室　長寿・介
護保険担当

3% 44% 1,986 予算額縮減
地域包括支援センターへの事務委託。過年度の予算執
行状況等を検証し予算額の縮減を行ったもの。

▲ 1,569

8
シルバー人材センター事
業費補助事業

健康福祉部
地域健康福祉
室　長寿・介
護保険担当

85% 52% 3,833 その他実施手法の変更
高年齢者能力活用推進事業補助金について、社会情勢
や高齢者ニーズ、また行政課題等を踏まえながら、適切
な補助事業となるよう検討したもの。

▲ 4,300

- 9 介護予防普及啓発事業 健康福祉部

地域健康福祉
室　健康増
進・介護予防
担当

283% 60% 23,365 その他実施手法の変更

［介護特会］
PFS（成果連動型民間委託方式）を用いて介護予防に資
する活動を実践する自主グループの活動支援体制の構
築を図る。

0

備考

1.災害に対する備え
ができているまち

6-1.保健医療
制度の充実

見 直 し 事 業 一 覧

施策目標 実行計画名 No. 事務事業名 所管部 所管課
令和２年度

見直しの方向性 見直し内容

9.高齢者が地域でい
きいきと暮らせるまち

9-2.高齢者の
生きがいづくり
と外出支援

6.誰もがいつまでも心
身ともに健康に暮ら
せるまち



※「効果額」は一般財源ベース。

（単位：千円）

見直しによる効果額

達成度 予算執行率 予算残 （令和４年度）
備考施策目標 実行計画名 No. 事務事業名 所管部 所管課

令和２年度
見直しの方向性 見直し内容

10
私立保育所等機能充実
補助事業

子ども未来部
私立保育幼稚
園課

100% 90% 174,841 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 91,464

11
留守家庭児童会室運営
事業

学校教育部
教育支援室
（放課後こども
担当）

100% 64% 35,359 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 2,200
R5に総合型放課後事
業に再編

12
留守家庭児童会室維持
管理事業

学校教育部
教育支援室
（放課後こども
担当）

100% 37% 16,168 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 2,800
R5に総合型放課後事
業に再編

15-3.ひきこも
りや若年無業
者、ひとり親家
庭の自立に向
けた支援

13
ひとり親家庭等就業・自
立支援事業

子どもの育ち
見守りセンター

子どもの育ち
見守りセンター

100% 87% 285 ICTの導入

令和4年4月からICTを活用し、各個人が抱える事情を踏
まえ、設問に回答していくことでニーズに合った手続きを
案内する手続きガイドシステムによる支援とともに、気軽に
相談できるLINEによる相談を受け付けることができるように
取り組むもの。

0

15-4.健やか
な育ちを支える
仕組みづくり

14
子どもの居場所づくり補
助事業

子どもの育ち
見守りセンター

子どもの育ち
見守りセンター

0% 42% 3,509 公民連携の推進
子ども食堂と食材等の寄附希望者とのマッチングや食材
等の配送といった運営課題について、公民連携による実
証実験を通じて課題解決を図る。

0

- 15
公立保育所維持管理業
務

子ども未来部
公立保育幼稚
園課

129% 89% 11,503 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 2,000

16-3.学校園
施設等の整備 16 学校規模等適正化事業 総合教育部

新しい学校推
進室

100% - - 予算額縮減
高陵小学校と中宮北小学校の統合によって生じる経費
節減効果（保守点検委託、光熱水費など）。

▲ 5,639

17
学校園安全共済会補助
事業

学校教育部
教育支援室
（学校支援担
当）

100% 80% 1,206 廃止

令和2年度の包括外部監査において、年間補助金の約3
倍に達する繰越金を有していた安全共済会に対して補助
金交付の見直し検討が必要とされた。
これを踏まえて公平性などの観点から内部検討を行った
結果、廃止とするもの。

▲ 3,626

18 学校園活性化事業 学校教育部
学校教育室
（教育指導担
当）

100% 49% 16,316 予算額縮減

教育課題の解決や教職員の資質向上に向けた校（園）内
研修及び教職員対象の公開授業などで構成される事
業。過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を
行ったもの。

▲ 5,000

19 小・中学校運営事務 学校教育部
学校教育室
（教育指導担
当）

122% 88% 17,678 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 1,000

20
野外活動センター維持
管理事業

観光にぎわい
部

スポーツ振興
課

100% 84% 9,956 公民連携の推進

野外活動センターを活用した賑わいの創出について、協
力事業者の提案を公民連携プラットフォームにて募集
中。採用された提案は、令和3年度末より、実証実験とし
て実施予定。

0

16.子どもたちの生き
る力を育む教育が充
実したまち

-

15.子どもたちが健や
かに育つことができる
まち

15-2.保育環
境等の充実



※「効果額」は一般財源ベース。

（単位：千円）

見直しによる効果額

達成度 予算執行率 予算残 （令和４年度）
備考施策目標 実行計画名 No. 事務事業名 所管部 所管課

令和２年度
見直しの方向性 見直し内容

18.人々が集い賑わ
い、魅力あふれる中
心市街地のあるまち

18-1.枚方市
駅周辺の賑わ
いの創出

21 にぎわい空間創出事業
観光にぎわい
部

観光交流課 71% - - その他実施手法の変更
制度の利用促進を目的に対象となる場所の追加や要件
の緩和を実施する。

0

22 文化財活用事業
観光にぎわい
部

文化財課 91% 153% ▲ 1,011 公民連携の推進

Hirathon （ひらかたアイデアソン・ハッカソンプロジェクト） の
取り組みから、特別史跡百済寺跡の復元におけるARを大
阪工業大学が開発したことも踏まえ、百済寺跡を枚方市
の魅力発信のツールとして活用する。

0

23 文化財保護管理事業
観光にぎわい
部

文化財課 100% 81% 6,084 予算額縮減
楠葉台場跡の管理について、竹の伐採に基金を活用する
ほか、除草や剪定に関する仕様変更による一般財源の縮
減を図る。

▲ 3,001

24 テイクオフ補助事業
観光にぎわい
部

商工振興課 0% 0% 500 統合

地域活性化支援センターのインキュベートルームを使用
後、市内で創業する際の事務所賃借料を補助（月額上
限5万円）するもの。
令和4年度から「地域産業振興事業」に統合したうえで、
補助対象者の拡大を行う。

0

25
地域活性化支援セン
ター運営事業

観光にぎわい
部

商工振興課 116% 89% 4,543 予算額縮減
パソコン機器の今後のあり方を検討するにあたり、施設の
インターネット環境の改善を検討する中で、常時保守から
事後保守対応とした。

▲ 956

21-2.商業の
活性化 26

商店街等活性化促進事
業（補）

観光にぎわい
部

商工振興課 106% 58% 4,296 その他実施手法の変更
商店街の主体的な取り組みに補助するもので、令和4年
度は補助メニューに新たにデジタル化の取組、キャッシュ
レス導入支援等を加える。

0

27
新規就農者育成支援事
業

観光にぎわい
部

農業振興課 178% 70% 4,093 事業規模縮小

新規就農者農地集積支援事業補助金は、過年度の予
算執行状況等を検証したことによる積算方法の見直しを
行った。
新規就農者経営安定化支援事業補助金は、令和4年度
から新規受付は行わず、継続分のみの補助となる。（継
続分：R4・3名、R5・3名、R6・2名、R7・1名、R8以降・0
名）

▲ 240

予定される効果額
R6：▲1,500千円
R7：▲3,000千円
R8：▲4,500千円

28 農業振興事業
観光にぎわい
部

農業振興課 100% 85% 965 予算額縮減
農業従事者の直販事業などを補助する「農業振興事業
補助金」について、過年度の予算執行状況等を検証し予
算額の縮減を行ったもの。

▲ 500

29 土地改良事業補助事業
観光にぎわい
部

農業振興課 100% 99% 592 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 2,000

30
穂谷地区農空間活用支
援事業

観光にぎわい
部

農業振興課 0% 91% 267 事業規模縮小

実行委員会が主催する「収穫の秋・穂谷」のイベント終了
に伴い、予算節減が図られるもの。
穂谷地区の活性化に関しては、大阪府も交え、公民連携
の可能性を検討中。

▲ 1,000

21.地域産業が活発
に展開されるまち

21-1.起業・創
業の支援

22.農を守り、生かす
まち

22-1.新規農
業者の育成

-

19.地域資源を生か
し、人々の交流が盛
んなまち

19-1.歴史的
資源等の保存
と活用



※「効果額」は一般財源ベース。

（単位：千円）

見直しによる効果額

達成度 予算執行率 予算残 （令和４年度）
備考施策目標 実行計画名 No. 事務事業名 所管部 所管課

令和２年度
見直しの方向性 見直し内容

23.豊かな自然環境
を大切にするまち

23-1.里山の
保全 31 里山保全事業

観光にぎわい
部

農業振興課 163% 86% 751 公民連携の推進
里山保全の取り組みへの協力事業者を公民連携プラット
フォームにて募集中。

0

32 し尿処理業務 環境部
施設管理室
（淀川）

100% 89% 18,868 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 2,700

33
淀川衛生事業所施設維
持管理事業

環境部
施設管理室
（淀川）

140% 60% 4,120 予算額縮減
作業効率を改善することで施設内の樹木伐採を行う時間
を創出し委託範囲の見直しを行うなど、委託料の節減を
図る。

▲ 900

34 パブリックコメント事務 市長公室 広聴相談課 514% - - ICTの導入
既存の意見箱やホームページからの意見収集に加え、
Logoフォームによる意見収集を行う。

0

35
情報システム等管理・運
用事務

総合政策部 ICT戦略課 100% 93% 16,186 予算額縮減
ネットワークの運用に係る委託契約の見直し等により経費
縮減を行ったもの。

▲ 2,000

36 NPO活動支援事業 市長公室 市民活動課 82% 93% 1,488 事業規模縮小
NPOフェスタの実施に係る補助金を廃止する。活動に係る
支援は継続する。

▲ 650

37 校区福祉活動推進事業 健康福祉部
健康福祉総務
課

32% 99% 345 歳入の確保

社会福祉協議会への委託事業。新たに「重層的支援体
制整備事業」として整理する。
事業規模は拡大するものの、重層的支援体制整備事業
に位置付けることにより国の交付金対象となる。（事業費
ベースでは増加するものの、国交付金47,000千円が充
当される）
※「No.6コミュニティソーシャルワーカー配置事業」と一体
的に取り組むため、効果額はNo.6に合わせて記載。

0

38 証明発行事務 市民生活部 市民室 100% 99% 356 ICTの導入
証明発行手数料のキャッシュレス決済について、令和4
年度中に運用開始できるよう検討中。

0

39
総務管理室車両管理事
務

総務部
総務管理室
（総務管理担
当）

100% 83% 5,081 事業規模縮小
電動バイクの活用状況を踏まえた結果、保有台数を2台
減らすもの。15台→13台。

▲ 577

99.施策体系外 - 40 土木政策課運営事務 土木部 土木政策課 - 68% 8,629 予算額縮減
過年度の予算執行状況等を検証し予算額の縮減を行っ
たもの。

▲ 3,500

▲ 186,637

30.市民による活発
なまちづくり活動を支
援します

計画推進2-1.
市民活動の支
援

31.持続可能な行財
政運営を進めます

-

26.安全で良好な生
活環境が確保された
まち

-

29.市民との情報の
共有化を進めます

-


